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うとする o 以上総じて，賃金率をめぐる労働者側と企業側との関係官， r分配 l
の決定権をかなり握りつつある労働者と「生産」の決定権を用いて対抗する企
3) 労働者の賃金要求および，以下で述べる企業の反応に関してはj たとえば，菊本(9 J第 3章
参照。



































単位じき| 75 76 77 78 つ79
I -118.7 353.3 -909.3 -21 ，0418 
-324I， J， 13R 国民(事総質値生〉 産 10億円 H -104.5 -312.3 -809.5 ，829.5 .794.4 国 42.4 35.6 -175.8 -795.7 -1.266.4 
IV 247.9 721.0 1，497.1 2，706.8 043.0 
I 9.3 69.9 423.6 1，289.5 ← 2，135.4 
総
(実需質値〉 要 10 " 
E 7.9 -61.3 375.9 -1，254.4 -1，915.2 
E 44.2 35.4 -142.7 813.5 1，158.2 
N 231.3 671.9 1，391.1 2，514.5 3，794.8 
I 171.8 465.4 844.9 1，260.4 
l12，37852C5698D ミ.8O 1 3 消 (費実質値支〕 出 10 " E 
149.6 413.1 7607 1，130.2 
E 177.2 483.7 887.6 1，303.7 
N 184.7 516.6 983.1 1，568.5 
I 47.8 102.7 162.8 217.1 262.3 
住宅(実投質資値〕支出 10 " 
H 41.7 91.5 147.5 194.7 233.5 
皿 52.1 115.4 1日0.3 241.9 346.4 
N 52.7 118.1 198.8 290，5 381.7 
I 184.1 587.3 1，374.7 
213741286936 D D 8 5 43l 1p 482 設備〈実投質j資〉支出 10 " 
E -160.7 -520.5 -1，233.7 711.3
皿 一157.6 -499.6 -1，lSR.7 -2.193.5 -3.375.8 
N 54.5 2日2.5 542.1 ，230.3 ，984.8 
I -15.2 -37.0 80.4 -145.4 -222.3 
政府間(実定質資値本〕形成 10 1I E -13.3 -32.8 -711 129.9 -200.1 
E -lU.2 20.3 35.5 -65.7 -61.6 
N 11.4 23.9 -44.2 -65.7 76.2 
I -3.6 109.9 -421.3 -1，106.8 2l ， 3939 
生 (産実質値能〉 力 10 1 E 3.1 96.2 372，1 987.1 143.0 E -3.1 -95.6 -369.4 -950.8 一，991.9
N 0.9 26.5 120.2 367.1 900.0 
I -3.2 -18.5 -51.5 -109.2 -190.7 
総 雇 月千人 E 2.8 -16.5 -45.5 -96.1 169.8 E -2.7 -16.8 46.8 -97.2 170.2 
N 0.9 2.1 6.7 9.9 10.6 
I 0.08 一0.16 一0.30 -0.54 0.43 
稼 働 率 % E 0.07 -0.14 -0.27 0.48 -0.36 国 0.03 0.08 0.11 0.10 0.40 
N 0.16 0.44 0.83 1.33 1.72 
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E -894.0 -2.161.1 一，927.5一，274.9-8.869.6 
E -892.0 -2.104.8 -3，732.9 -5，595.0 -8.704.0 
N 674.2 一，350.0-1，884.1 -1，997.6 -2.414.3 




















E 593.1 1，254.2 534.2 159.6 
E 702.0 1，463.0 203.3 025.5 
N 731.9 1，574.9 704.5 978.1 
I 0.02 0.05 0.09 0.19 0.20 
一人当〈名り目年値間〕賃金 百万円 E 0.02 0.05 0.08 0.12 0.18 E 0.02 0.05 0.08 0.12 0.17 
N 0.02 0.05 0.08 0.12 0.16 
I 0.19 0.48 0.91 1.52 2.30 
GNPデァ ν タ 75暦10
年
0.0 
E 0.16 0.43 0.81 1.37 2.06 
E 0.13 0.28 0.45 0.62 0.84 
N 0.12 0.25 0.36 0.44 0.45 

























I @，ヲ皇〔州 GNP 切③ フレーター上昇率 ⑧追賃加金上的貨昇幣率



































第3表 賃金・物価ァ、パイラノレの状況 2 
l 追デ加的 GNP | | 
⑧ フレーター上昇率















































賃金上昇J 官産税お土び石油ショックの計量分析 く327) 33 
たとえば， 79年度の総生産がケース Iで 3兆1，13呂億円の効果であるのに対
























た。これは第1表』第2衰のシミ z レー ションの場合は常に1.00克であった白であるから， 約2
割曜度の目減りが生じていることになる。


























6) ケー スEとケー スNのγ ミュレ シ豆ンば，第1図におけるB点とC点のシミュレー ションと
且ることができる。ただしz 第1凶においては所得効果と生産能力効果とが無視されているた
めj 物価とGNPの位置関係はやや異なっている。












①，いま，間接税増税が全体で iJTだけ行なわれると Lょう。 この時， 諸企
業の限界費用曲線は上方にγ フ}するが，その上昇の帽をどう惣定すればよい
だろうか。 ζこで，単純化のために諸商品への課税が同率で増えるものとする


















π ~P・ Y W(P)・N弘
と書付る。ここではWをP(f)関数と想定Lている。この両辺を再ひPで微分す
ると


















Y ^ ^ n^^ I'A'V.， r. rv"，nr."''' D ， ^ ~ 1"¥r.l"¥n" Iπ0.98日9iJT¥ 1()) 否 =-0.00306937十0.978021言+O.l90084(Pioi平下町j
10) ここで. Qは生産能力.Dは総詰要• P，は資本財何私 Eは資本有在量である。
賃金上昇，間接税および石油ショックの計量分析
第 4衰 聞接税10日日億円増税白効果
| 単位 1 年度 | 号給ヲ曲ト線効果の I 需シ要フ曲ト線効果D l | 
75 14.9 -18.4 国民総生産 10億円 76 17.3 35.7 (実質値〕 77 -21.2 -53.1 
75 -1.5 -2.6 消 費支 出 10 1 76 2.6 -6.7 (実質値〉 77 -3.5 -12.4 
75 0.7 0.6 住宅投資支出 10 1 76 -0.9 1.2 (実質値〉 77 1.2 2.3 
75 -1.5 -18.4 設備投資支出
10 " 76 -3.2 -34.1 (実質値〕 77 -5.7 50.8 
75 -0.0 一0.3生産 能 力
10 " 76 0.7 10.1 (実質値〕 77 2.1 -26.7 
75 -0.0 -0.3 
総 雇 用 千人 76 -0.0 -0.9 
77 -0.1 -1.5 
75 0.01 -0.01 
稼 働 率 % 76 -0.01 0.02 
77 -0.01 0.02 
潤 75 6.8 10.1 総 利 10億円 76 -7.0 -19.6 (名目f直〉 77 -7.5 -29.4 
家計可処分所得 75 -6.0 -9.9 10 伊 76 -6.4 -19.9 (実質値〉 77 7.1 -33.1 
一人当り年間賃金 75 -0.01 -0.02 1万円 76 -0.01 0.04 (実質値〕
77 -0.01 -0.06 
百ニ暦10年0.0 
75 0.00 -0.00 
GNPデフレータ 76 0.01 -0.00 































































































物!刊 0， D，。 S， 
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。大きさの違いはどれ位であったのだろうか。 まず r外国貿易概況」で 1kl
当たりの原油価格D対前年度上昇率が計算できるが， それによると 73年度は








医司供襲曲錦のシア|卜 y ンスブア |物価上昇の効果(言葉賃金変動の| 合 計ト果 効果
国民総生産駒 7" -192，6 47，0 361.3 646.3 45，4 
(実質値〉 74 2，334，9 473，0 259.9 1，326，9 4，394，7 
総 需 要 73 -47.1 45，9 -279.1 22.5 -349，6 
(実質1置〕 74 491，9 460.7 209，0 -85.5 1.0761 
消 費 支 出 73 20.1 6，2 195，3 -764.0 -595，0 
〔実質値〕 74 246，2 60.6 -243.0 -2，291.5 -2，227.7 
住宅投資支出 73 9.2 -1.6 4.8 -2309 236.9 
(実質値〉 74 105.6 16.6 106.1 -534.3 -306.0 
設備投資支出 73 21.8 -46.5 -89，0 903.2 745，9 
(実質値〉 74 194.0 470.4 -55.4 2，416.5 3.025，5 
総 雇 用 73 -0.4 -0.8 4.5 17，9 122 74 4.2 7，8 2，8 98，1 107，3 
生産 能 カ 73 0，5 0.9 44 17.5 11.7 74 -6.0 16，3 27.3 559，0 564.0 
務 倒 事 73 0.14 0，03 0.27 0.47 0，03 74 1.64 0.34 0.16 0.54 2，68 
総 矛J 1閏 73 -69，4 190，1 996.6 39， 3803 41， 1174 
(名目値〕 74 1，059，0 3.071.2 -1;818，5 545.9 11.857.6 
家計可処分所得 73 32.2 20，0 24，J 5118 -8 2，7573 -297，7 
〔名目f直〉 74 597，3 264，1 059.5 ，275，5 -11，473.6 








賃金上昇，同陛税および石油ショックの計量分析 (337) 43 
78.0%， 74年度は156.2見ふ 79年度は90.1%， 80年度は28.3%上昇している。だ



































































72ー 73年度 73-74年度 72← 74年度
現実の成長率⑧ 5.296 % -0，211 % 5.073 % 
供給曲線の γフト効果 -0.145 (4.53) 1.660 (0.42) l.!1Sf1 く038)
トランスファー効果 -0.035 (1.09) 0.336 (0.09) 0.309 (0.08) 
物価上昇の効果 -0.273 (8.53) 0.185 (0.05) 。.074 (0.02) 
実質賃金変動の効果 0.487 ( -15.22) 0.943 (0.24) 1.433 (0.35) 
4 要因の合計⑮ 0.034 (ー1.06) 3.124 (0.79) 3.372 (0.82) 
③+⑧ 5.330 2.913 8.445 
I 78-79年度 l 79-80年度 78-80年度
現実の成長率 (C) 5.264 3.716 9.176 
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